
1.PIO-NETに登録された消費生活相談情報 (2023年 3月31日までの登録分)。
2. 契約当事者が65歳以上の 「判断不十分者契約」に関する相談。

（出典：令和5年版消費者白書）

（備考）

・「高齢者の判断不十分者契約に関する消費者相談内容の神経心理学的検討」 （プログレッシブ・レポート）（2022年7月公表） 
・「高齢者の消費者トラブルにおける認知機能障害の影響と対応策」及び「認知症の人にやさしい対応のためのガイド」 
 （リサーチ・ディスカッション・ペーパー）（2023年6月公表）
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・「デジタル社会における消費者法制の比較法研究」海外有識者インタビュー(1)（プログレッシブ・レポート）（2022年８月公表）
・「デジタル社会における消費者法制の比較法研究」海外有識者インタビュー(2)（プログレッシブ・レポート）（2023年６月公表）
・「デジタル社会における消費者法制の比較法研究」におけるリサーチ・ディスカッション・ペーパー (2023年6月公表)
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●　2022年の全国での特殊詐欺認知件数は17,570件（徳島県：38件）、
　　被害額は370.8億円（同：7,536万円）、高齢者を中心に被害が高い水準で発生
●　詐欺的手口に関する高齢者の消費生活相談件数も上昇傾向
●　特殊詐欺等の詐欺的手口による消費者被害を防ぐ対策が重要

※警察庁広報資料「令和4年における特殊詐欺の認知・検挙状況等について（確定値版）」に基づき新未来創造戦略本部で作成

▼被害者の年齢・性別構成（全国）（2022年）

・特殊詐欺等の消費者被害及び情報提供・相談の認知に関する心理社会的特徴（プログレッシブ・レポート）（2022年11月公表）
・特殊詐欺等の消費者被害における心理・行動特性（リサーチ・ディスカッション・ペーパー）（2023年６月公表）
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これまでの主な成果

消費生活センターの運営に関する四国４県の比較（ポリシー・ディスカッション・ペーパー）（2023年５月公表）
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